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平成 28 年度 地方創生推進セミナー 報告 

 

地方創生に係る市町村の取組を促進するため、日本郵便との連携により市町村職

員を対象としたセミナーを実施した。 

 
 
テ ー マ  
特産品の開発及び販路拡大 
 

開催日時   

平成 28 年 7 月 25 日 午後 2 時～午後 4 時 

 

参 加 者  
市町村及び東三河広域連合職員 41 名（28 市町村＋東三河広域連合） 
 

説 明 者  
県（地域政策課、食育推進課、産業振興課、中小企業金融課）、豊根村、美浜町、 
日本郵便㈱東海支社、 ㈱郵便局物販サービス、南知多篠島郵便局長 
 
次 第  
１．活用可能な国及び県の施策、支援制度等について 

（１）地方創生推進交付金について（地域政策課） 

（２）６次産業化の取組支援について（食育推進課） 
（３）地域産業資源とあいち中小企業応援ファンドについて（産業振興課） 
（４）公益財団法人あいち産業振興機構による支援について（中小企業金融課） 

２．取組事例紹介  
（１）低温プラズマ技術を活用した高品質な農水産物の開発（豊根村） 
（２）地域活性化ツメタガイプロジェクト（美浜町） 

３．官民連携による取組について（株式会社郵便局物販サービス、篠島郵便局長） 
（１）.郵便局ネットワーク等を活用した商品開発・販売及び販路拡大 
（２）南知多町の篠島産しらす干しの取組 
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≪議 事 録≫ 

１ 開 会 （司会進行：県地域政策課） 

 

２ 講 義 

（１）活用可能な国及び県の施策、支援制度等について 

 ア．地方創生推進交付金について【地域政策課】 

  ・地方創生推進交付金を申請する際は、以下のポイントを意識していただきたい。 

   【交付対象事業の設計にあたって】 

    ◆ストーリーを描く ◆自走可能な仕組みとする ◆事業推進主体を明確にする 

   【実施計画の作成にあたって】 

    ◆「①交付対象事業の背景・概要」欄の記載を充実させる ◆空欄の項目は作らない  

◆事業の名称を工夫する ◆客観的なデータや実績を用いる ◆固有名詞を用いる 

 

 イ．６次産業化の取組支援について【県食育推進課】 

  ・農林漁業者等による新商品開発等の取組を支援する農林水産省の「６次産業化ネッ

トワーク交付金」は、所在する市町村が６次産業化の推進に係る「市町村戦略」を

策定している場合は、交付率が（１/３→１/２）となるため、是非戦略を策定して

いただきたい。 

  ・ただし、「市町村戦略」は、市町村、農林漁業団体、担い手農林漁業者、商工団体、

金融機関などを構成員とする推進体制を作った上で策定する必要がある。 

  ・６次産業化に関する相談は、「愛知県６次産業化サポートセンター」をご活用いただ

きたい。相談内容に応じて、中小企業診断士などを県内のどこでも派遣させていた

だく。 

 

 ウ．地域産業資源とあいち中小企業応援ファンドについて【県産業振興課】 

  ・中小企業者が、県の指定した地域産業資源を活用し、商品、新サービスの開発・事

業化を目指す取組に関する事業計画を策定して国に認定されることで、国から様々

な支援を受けられる。 

  ・「あいち中小企業応援ファンド」は、地域資源を活用して新事業展開を図る中小企業

者等を財政面で支援するもの。次回の募集は来年１月に実施する。 

 

 エ．公益財団法人あいち産業振興機構による支援について【県中小企業金融課】 

  ・名古屋市と豊橋市にある「愛知県よろず支援拠点」では、中小企業・小規模事業者

が販路拡大や新規事業展開など、経営全般についての相談を行うことができ、様々

な専門家が対応してくれる。 
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イ．南知多町の篠島産しらす干しの取組【南知多町篠島郵便局】 

・篠島のしらす加工業者「かじや水産」は、主に市場や流通業者にしらす干しを出荷

していたが、相場の上下動などの課題もあり、販路拡大のため、別の方法による販

売を検討していた。 

・「かじや水産」から相談を受けた南知多篠島郵便局長は「郵便局ふるさと小包」と

して商品化、お客さまへの周知、販売に取り組んだ。次第に東海 4 県の 18 商品の

みが掲載される「父の日カタログ」等にも掲載さるようになり、好評をいただき、

昨年は、特に人気の商品を集めた“売れ筋商品大集合”のカタログにて全国１位を

獲得できた。 

 

 

 

 

 

その他【日本郵便(株)東海支社】 

・地域の産品を発掘・販路拡大し、地域に貢献していきたいという熱意を持った郵便

局長が各地にたくさんいる。特産品の開発・販路拡大をご検討の市町村におかれて

は、地元の郵便局までご連絡いただければご協力させていただく。 

 

３ 質疑応答・意見交換 

○ 美浜のツメタガイプロジェクトに河和の郵便局長さんが構成員として参画されてい

るが、具体的にどういったことを期待して参画されたのか。（県地域政策課） 

⇒地域をよく知る郵便局長が商品開発に加わることで、販路拡大を図る際にふるさと 

小包が活用できると考えている。 

○ 地域の郵便局長さんには、販路拡大だけでなく、商品開発の段階からご協力いただ

けるのか。（県地域政策課） 

⇒商品開発の段階からご協力させていただく。 

○ ６次産業化の市町村戦略を策定する市町村はどこか。（美浜町） 

⇒策定済みは弥富市のみ。今年度中に策定予定の市町村が３～５ある。「６次産業化ネ

ットワーク交付金」は余裕があることもあり、戦略を策定するということが決まっ

ていれば、今すぐ使うことができる。また、戦略を策定していると、市町村が県を

通さずに国と直接調整できるというメリットもある。 


